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４．認定の段階 
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６．認定基準(その他) 

７．雇用管理区分 
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９．申請方法・申請先 

 

１．えるぼし認定とは 

 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定・届出を行った企業のうち、女性の活躍推進に関する

取組の実施状況が優良である等の一定の要件を満たした場合に認定されます。 

 認定を受けた事業主には、以下のようなメリットがあります。 

①厚生労働省が定める認定マークを企業の商品やホームページ等に付すことができ、女性の活躍が進ん

でいる企業であることを PRすることで優秀な人材の確保につながります。 

②公共調達で加点評価を受けることができ、有利になる場合があります。 

③日本政策金融公庫の「働き方改革推進支援資金(企業活力強化貸付)」を通常より低金利で利用する 

ことができます。 

 えるぼしには有効期限はありませんが、認定基準に適合しなくなった場合等は取消や辞退で認定が終了す

ることがあります。 

２．申請にあたって確認いただく資料 

えるぼし認定の申請を検討される際は、まず以下の資料をお手元にご準備の上、内容をご確認ください。 

認定基準や申請方法についてご理解いただくことで、円滑に申請準備を進めることにつながります。 

  ①女性活躍推進法に基づくえるぼし認定プラチナえるぼし認定のご案内 

  ②女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定しましょう！ 

  ③女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定制度に係る基準における「平均値」 

について（適用：令和8年 7月 1日～令和９年６月 30日） ※毎年6月末頃に更新され、7月 1日

以降に受理する申請については更新後の平均値を用います 

  ④状況把握、情報公表、認定基準等における解釈事項について（Q&A） 

   ※令和8年 10月 1日に求職者等セクハラ防止措置に関して変更される前のものです 

目 次 

本資料は、えるぼし認定制度の概要や申請にあたっての主な

ポイントを分かりやすくお伝えするために作成したものです。 

認定基準や申請手続のうち、特に重要な事項を抜粋して掲載

しているため、一部の要件や例外的な取扱い等については省略

している場合があります。 

申請を検討される際は、厚生労働省が作成しているパンフレ

ット「女性活躍推進法に基づくえるぼし認定プラチナえるぼし

認定のご案内」等を必ずご確認ください。 

最終的な認定の可否は、提出された資料等に基づき審査を行

った上で判断されます。 

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001684206.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001684149.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001715432.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001715432.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001658494.pdf
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３．えるぼし認定までの流れ 

 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定からえるぼし認定後までの流れは以下のとおりです。  

※Ⅰ～Ⅱは順不同  ※人数は、常時雇用する労働者数 

Ⅰ．一般事業主行動計画 ※100人以下の企業も、えるぼし認定申請するためには、この取り組みが必要です 

１．自社の女性の活躍に関する状況の把握、課題分析 

２．一般事業主行動計画の策定 

     行動計画の期間は、2年～5年が望ましいです。 

301 人以上・・「「女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供」「職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備」から 

それぞれ１項目以上選択し、それに関連した目標を数値化して策定する必要があります。 

101 人～300 人・・目標のうち１つ以上を数値化して策定する必要があります。 

100 人以下・・目標について特段の定めはありません 

※３～５は順不同 

３．一般事業主行動計画の社内通知＊１ 

４．一般事業主行動計画の外部公表＊２        

５．一般事業主行動計画を策定した旨の届出 

         

Ⅱ．女性の活躍に関する情報公表  

  自社の女性の活躍に関する状況について、「女性の活躍推進企業データベース」にて公表 

    301 人以上・・男女間賃金差異／女性管理職比率／女性の活躍に関する2項目以上 

     101 人～300 人・・男女間賃金差異／女性管理職比率／女性の活躍に関する１項目以上 

     100 人以下・・公表は義務ではありませんが、女性の活躍を推進する企業としてできるだけ公表するように努めてください。 

 

Ⅲ．えるぼし認定申請 

  認定申請にあたっては、後述する４～９をご覧ください。 

  ※くるみん認定申請とは異なり、一般事業主行動計画の終了を待たずに申請できます。  

 

 

Ⅳ．えるぼし認定に関する実績の公表 ↺  

  ５つの認定基準の実績や取組状況について、認定取得時とともに、その後も毎年 1回「女性の活躍推進

企業データベース」に公表する必要があります。 

 

 

              「辞退」の申し出 

 

 

新たに上記Ⅰ・Ⅱを行った後、一般事業主行動計画の目標を達成し、女性の活躍推進の取組実施状況が特に

優良である等の要件を満たした場合 

プラチナえるぼしの認定申請へお進みください。 

認定となった場合 

※認定基準に適合せず、同公表の翌年度の公表

においても同一基準に関し、当該状況が継続し

ており、認定を受けている段階が求める実績に

係る基準の項目数を満たせなくなった場合等 

認定取り消しとなる場合があります。 

 

 

毎年 

＊１ えるぼし認定申請にあたっては、社内通知したことがわ

かるものが必要となります。社内イントラネット画面等

を保存していてください。 

＊２ えるぼし認定申請にあたっては、外部公表したことがわ

かるものが必要となります。女性の活躍推進企業データ

ベース等を保存していてください。 

https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/
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４．えるぼし認定の段階 

   認定の段階は、５つの認定基準を満たした数に応じて３段階あります。 

    ★★★３段階目(３つ星) ５つの項目を全てを満たした場合 

     ★★２段階目(２つ星) ４つ又は３つの項目を満たし、かつ、満たさない項目については２年 

以上連続してその実績が改善している場合 

      ★１段階目(１つ星) ２つ又は１つの項目を満たし、かつ、満たさない項目については２年 

以上連続してその実績が改善している場合 

５．えるぼし認定基準(５つの評価項目)「  

「女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準」は５つの評価項目があります。 

1・2 は正社員について雇用管理区分ごと、３は正社員及び非正社員について雇用管理区分ごと、４・５は企業全体で算出する。 

評価項目 満たしている 
満たしていないが 2

年以上連続して改善 

１採用 

(ⅰ)(ⅱ)のい

ずれか 

(ⅰ)男女別の採用に

おける競争倍率 

直近の3事業年度で平均した男女別の採用における競争倍率が同程

度であること 

(ⅱ)女性労働者の割

合 

①②の両方に該当 

①正社員に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均値（平均値が

４割を超える場合は４割）以上であること 

②正社員の基幹的な雇用管理区分における女性労働者の割合が産業

ごとの平均値（平均値が４割を超える場合は４割）以上であること 

２継続就業 

(ⅰ)を満たせ

ない場合(ⅱ) 

(ⅰ)男女別の平均継

続勤続年数 

①②のいずれか 

①女性の平均継続勤続年数／男性の平均勤続年数が雇用管理区分ご

とに 7割以上であること 

②女性の継続雇用割合／男性の継続雇用割合が雇用管理区分ごとに

８割以上であること 

(ⅱ)女性労働者の平

均継続勤務年数 

正社員の女性労働者の平均継続勤務年数が産業ごとの平均値以上で

あること 

３労働時間

等の働き方 

①直近の事業年度における労働者一人当たりの各月ごとの時間外労働及

び休日労働の合計時間数の平均がすべて 45 時間未満であること 
 

４管理職比

率 

(ⅰ)(ⅱ)のい

ずれか 

(ⅰ)管理職に占める

女性労働者の割合 

直近の事業年度における管理職に占める女性労働者の割合が産業ご

との平均値以上であること 

(ⅱ)課長級より一つ

下の職階から課長級

への昇進の割合 

直近の３事業年度平均で課長級より一つ下の職階から課長級へ昇進

した女性労働者の割合／同じく男性労働者の割合が８割以上である

こと 

５多様なキ

ャリアコー

ス 

常時雇用する労働者

◎301 人以上は２項

目以上(非正社員がい

る場合は必ずアを含

むこと)の実績 

◎300 人以下は１項

目以上の実績がある 

直近の３事業年度において 

ア 女性の非正規から正社員への転換 

イ 女性労働者のキャリアアップに資する雇用

区分間の転換 

ウ 過去に在籍した女性の正社員としての再雇

用 

エ おおむね30歳以上の女性の正社員としての

採用 

 

ここで評価項目を満たした項目数によって 

認定の段階が２段階目・１段階目となります 
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６．認定基準(その他) 

  5 つの評価項目以外に、下記の条件を満たす必要があります。 

   ①事業主行動計画策定指針に即して適切な一般事業主行動計画を策定したこと 

   ②策定した一般事業主行動計画について、適切に労働者への周知及び外部への公表をしたこと 

   ③職業安定法第５条の６第１項第３号に該当しないこと 

   ④女性活躍推進法等の関係法令に違反する重大な事実がないこと 

７．雇用管理区分 

   えるぼしの評価項目は、雇用管理区分ごとに算出する必要があります。 

雇用管理区分とは、職種、資格、雇用形態、就業形態等の労働者の区分であって､当該区分に属してい

る労働者について他の区分に属している労働者と異なる雇用管理を行うことを予定して設定しているも

のをいいます。雇用管理区分が同一か否かの判断にあたっては、従事する職務の内容、人事異動(転勤、

昇進・昇格を含む)の幅や頻度等において他の区分に属する労働者との間に、客観的・合理的な違いが存

在しているかによって判断します。 

 (例)職種別雇用管理 

     まず正社員と非正社員で雇用形態が分かれているため、雇用管理区分が２つに分かれる。さら 

に、正社員の中でも担当職務、転勤の有無に違いがあるため、正社員の中でも４つの雇用管理区 

分に分かれる。 

雇用管理区分 雇用形態 職務 異動 昇進 

正社員事務職 正社員 事務のみ担当 転勤無 昇進上限なし 

正社員営業職 正社員 営業のみ担当 転勤有 昇進上限なし 

正社員技術職 正社員 技術のみ担当 転勤無 昇進上限なし 

正社員技術職 正社員 製造のみ担当 転勤有 昇進上限なし 

パート事務職 非正社員 事務のみ 転勤有 昇進なし 

パート営業職 非正社員 営業のみ 転勤無 昇進なし 

 

(例)コース別雇用管理 

     まず正社員と非正社員で雇用形態が分かれているため、雇用管理区分が２つに分かれる。さら 

に、正社員の中でも担当職務、転勤範囲、昇進上限に違いがあるため、正社員の中でも３つの雇 

用管理区分に分かれる。 

雇用管理区分 雇用形態 職務 異動 昇進 

正社員総合職 正社員 全職務を担当 全国転勤 昇進上限なし 

正社員エリア総合職 正社員 全職務を担当 ブロック内転勤 課長が昇進上限 

正社員一般職 正社員 職務は限定的 転勤無 係長が昇進上限 

パート事務職 非正社員 事務のみ 転勤有 昇進なし 
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８．提出書類一覧 

 提出書類 備考 

１ 基準適合一般事業主認定申請書(様式第一号) 
厚生労働省ホームページ(女

性活躍推進法特集ページ)に

掲載 

２ 
基準適合一般事業主認定申請書３の実績を明らかにする

書類(様式 4) 

３ 関係法令遵守状況報告書 

４ 計画期間に申請年月日を含む一般事業主行動計画の写し  

５ 

４の行動計画について、労働者への周知していることを

明らかにする書類であって、その周知及び日付が分かる

もの 

社内イントラネット画面、社

内一斉メール、社内回覧など

労働者への周知資料等 

６ 
４の行動計画について、外部へ公表していることを明ら

かにする書類であって、その周知及び日付が分かるもの 

女性活躍推進企業データベー

スの画面を印刷した書類等 

７ 

上記３Ⅱ女性の活躍に関する情報公表（基準適合一般事

業主認定申請書４、５）の公表した日を明らかにする書

類であって、公表した日付がわかるもの 

女性活躍推進企業データベー

スの画面を印刷した書類 

８ 

必要に応じて提出いただく書類 

３の基準適合一般事業主認定申請書３の実績を明らかに

する書類(様式 4)の根拠となる資料 

男女別で計上できる採用実

績・勤続年数の表・管理職リ

スト、時間外労働の実績など 

   ※これら以外の書類も審査の過程で提出をお願いする場合があります 

９．申請方法・申請先 

   申請方法：窓口持参・郵送・電子申請 

        なお、持参いただいた場合は、その場で書類の確認を行うことができるため、不備によ 

る再提出や追加書類の提出を未然に防ぐことができます。手続を円滑に進めるため、可 

能な限りご持参いただきますようお願いいたします。 

また、ご持参の際は、事前に電話で来庁日時をご連絡くださいますようお願いいたしま 

す。 

   申 請 先：〒９００－０００６  

        那覇市おもろまち２－１－１ 那覇第２地方合同庁舎 ３階 

        沖縄労働局 雇用環境・均等室 えるぼし申請あて 

   開庁時間：平日８：３０～１７：１５(１２時～１３時除く)  

 

 

 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001677206.doc
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001697627.xlsx
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001697627.xlsx
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000947932.docx
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～ 主な用語集 ～ 

◆常時雇用する労働者 

正社員だけでなくパート、契約社員、アルバイトなどの名称にかかわらず、以下の要件に該当する労働者 

も含みます。 

①「期間の定めなく雇用されている者 

②「一定の期間を定めて雇用されている者であって、過去１年以上の期間について引き続き雇用されてい 

る者又は雇入れの時から１年以上引き続き雇用されると見込まれる者 

◆正社員(通常の労働者) 

パート・有期雇用労働法第２条に規定する通常の労働者のことをいい、いわゆる正規型の労働者及び事業

主と期間の定めのない労働契約を締結しているフルタイム労働者（無期雇用フルタイム労働者）をいいま

す。 

◆非正社員 

 上記の正社員以外の者をいいます。 

◆直近の事業年度 

 認定申請を行う事業年度の前の事業年度となります。 

 なお、事業年度については、必ずしも「４月１日から翌年の３月31日」となっていなくても、各社にお

ける事業年度として差し支えありません。 

ただし、例えば事業年度が毎年４月１日から翌年の３月 31日までである事業主が、４月１日に認定申請 

をしようとする場合など、申請時に前の事業年度の数字を把握することが困難な項目について、前々事業 

年度までの数値等を用いることができます。 

◆管理職 

 「課長級」と「課長級より上位の役職（役員を除く）」にある労働者の合計です。 

なお、「課長級」とは、以下①～③のいずれかに該当する者です。 

【形式的要件】 

①「課長」と呼ばれている者であって、２係以上の組織から成り立っている。 

②「課長」と呼ばれている者であって、その構成員が10人以上(課長含む)の長である。 

【実質的要件】 

③上記①・②以外であって、その職務の内容＊１及び責任の程度＊２が「課長級」に相当する者であ 

る。 

ただし、一番下の職階である場合は該当しません。 

また、一般的に「課長代理」、「課長補佐」については、「課長級」には該当しません。 

＊１「職務の内容」が「課長級」に相当すると考えられるものの例 

・個人や単一組織の業務管理ではなく、複数の組織又は一定規模以上の組織の運営を担っている 

・現場管理にとどまらず、人員配置や業務運営に関する決定に関与している 

＊２「責任の程度」が「課長級」に相当すると考えられるものの例 

・担当組織の業績や運営について責任を負っている 

・下位組織の責任者を統括する立場にある 


